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第１ 人事行政の運営の状況 

 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 

（１）職員の採用 

   令和７年度に新たに採用された一般職の職員の状況は、次のとおりです。 

区 分 合   計 一般行政職 技能労務職 

新規採用 5人 5人 0人 

 

（２）職員の離職 

   令和７年度に離職した一般職の職員の状況は、次のとおりです。 

区    分 合   計 一般行政職 技能労務職 

離 

職 

定年退職 0人 0人 0人 

そ の 他 2人 2人 0人 

 

（３）職員数 

 

①部門別職員数の状況と主な増減理由 

（各年度４月１日現在） 

 部    門 
職     員     数 対前年 

増減数 
主な増減理由 

令和７年度 令和８年度 

普 

通 

会 

計 

部 

門 

町長部局等 140人 141人 1人 

・人事部門体制強化による増 

・日向東臼杵広域連合出向要員

の減 

・農業業務の専門性及び継続性

を確保するための配置転換に

よる増 

教育委員会 16人 18人 2人 
国民スポーツ大会 2027 開催に

伴う増員 

 
事 務 局 16人 18人 2人  

義務教育 0人 0人 0人  

小    計 156人 159人  3人  

公

営 

企

業 

会

計 

部

門 

公営企業会計部門 5人 5人 0人  

小    計 5人 5人 0人  

合         計 161人 164人 3人  

（注）１ 「町長部局等」には、議会事務局及び農業委員会等を含みます。 

２ 「義務教育」は、公立小学校の給食調理員等です。 
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②年齢別職員構成の状況（令和８年４月１日現在） 

 

 

③適正な定員管理の取組 

  財政状況の厳しい中において、組織の簡素・合理化や事務事業の見直し等を行い、

町長部局をはじめ教育委員会等全ての部門において、適正な定員管理を実施しており、

令和８年４月１日現在で１６４人となっています。 

  今後も、限られた財源や職員数の中にあっても、真に必要な行政サービスの質は高

めて、安定し提供できる組織であることを考慮し、かどがわ行財政改革プラン（令和

５～令和９年度）等の計画において、適正な定員管理に努めていきます。 

 

○定員管理の数値目標の年次別進捗状況の概要 

（各年４月１日現在 単位：人） 

（注）１ 「町長部局等」には、議会事務局及び農業委員会等を含みます。 

２ 増減は、各年の欄にあっては対前年度比の職員増減数を示しています。 

 

 

区 

 

分 

20歳 

未満 

20歳 

～ 

23歳 

24歳 

～ 

27歳 

28歳 

～ 

31歳 

32歳 

～ 

35歳 

36歳 

～ 

39歳 

40歳 

～ 

43歳 

44歳 

～ 

47歳 

48歳 

～ 

51歳 

52歳 

～ 

55歳 

56歳 

～ 

59歳 

60歳 

以上 
計 

職 

員 

数 

2人 7人 19人 15人 27人 21人 15人 18人 13人 10人 12人 5人 164人 

区 分 

部 門 
令和 3年 令和 4年 令和 5年 令和 6年 令和 7年 令和 8年 

過去 5年間の 

増減数（率） 

普 

通 

会 

計 

部 

門 

町長 

部局等 

職員数 129 130 135 139 140 141  

増減  1 5 4 1 1 12（9.3％） 

教育 

委員会 

職員数 15 15 15 15 16 18  

増減  0 0 0 1 2 3（20％） 

公営

企業 

会計 

部門 

公営 

企業 

会計 

部門 

職員数 6 6 5 5 5 5  

増減  0 △1 0 0 0 △1（△16.7％） 

合 

計 

職員数 150 151 155 159 161 164  

増減  1 4 4 2 3 14（9.3％） 
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２ 職員の給与の状況 

 

 【給与決定のしくみ】 

  職員（町長、町議会議員等の特別職を除く。以下同じ。）の給与は、地方公務員法に

より生計費、国や他の地方公共団体の職員の給与、民間事業従事者の給与などを考慮し

て定めることとされており、国家公務員給与についての人事院勧告の内容や県内の状況

を調査し勧告を行っている宮崎県人事委員会の勧告内容を参考としています。 

  職員の給与は、人事院勧告や県人事委員会勧告を基本に、他の地方公共団体との均衡

も考慮して、町議会の審議を経て条例で定められています。 

 

 【職員の給与の概要】 

  職員の給与は、基本給としての給料と期末・勤勉手当（いわゆるボーナス）、扶養手

当、住居手当、通勤手当、退職手当などの職員手当からなっており、その内容は、国家

公務員の給与に準じたものになっています。 

 

 

（１）総括 

 

① 人件費の状況（普通会計決算） 

 

②職員給与費の状況（普通会計決算） 

（注）１ 職員手当には退職手当、児童手当を含みません。 

   ２ 職員数は、公営企業会計等職員を除いた令和８年４月１日現在の人数です。 

      ３ 職員数の（  ）内の数値は、再任用短時間勤務職員数で、１５０人に含みません。 

   ４ 給与費については、再任用短時間勤務職員の給与費を含みます。 

 

③ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

R4.4.1
97.9 

R4.4.1
96.8 

R4.4.1
96.3 

R5.4.1
97.2 

R5.4.1
96.5 

R5.4.1
96.3 

R6.4.1
97.8 R6.4.1

96.6 
R6.4.1
96.4 

R7.4.1
98.2 

R7.4.1
97.1 

R7.4.1
96.7 

85.0

90.0

95.0

100.0

門川町 類似団体平均 全国町村平均

区分 
住民基本台帳人口 

（令和8年1月1日） 

歳出額 

Ａ 
実質収支 

人件費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

（参考） 

令和 6年度の人件費率 

Ｒ7年度 
人 

16,804 

千円 

11,798,857 

千円 

273,562 

千円 

1,464,572 

％ 

12.4 

％ 

12.9 

区分 
職員数 

Ａ 

給与費 一人当たり給与費 

Ｂ／Ａ 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計Ｂ 

Ｒ7年度 

人 

150 

(1） 

千円 

536,345 

千円 

68,180 

千円 

220,459 

千円 

824,984 

千円 

5,500 
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（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で

比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国

の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を１００として計算した指数です。 

 

(注)２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数

を単純平均したものです。 

 

 

（２）職員の平均給与月額、初任給等の状況 

 

① 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和８年４月１日現在） 

 

ア 一般行政職 

 

 

 

 

 

イ 技能労務職 

区分 

公務員 

 
平均年齢 職員数 平均給料月額 

平均給与月額 

（A） 

平均給与月額 

（国ベース） 

門川町 

（給食調理員） 
＊ 歳 １人 ＊ 円  ＊ 円 ＊ 円 

区分 

民間 参考 

対応する民間

の類似職種 

平均 

年齢 

平均給与月額 

（Ｂ） 
Ａ／Ｂ 

年収ベース（試算値）の比較 

公務員（Ｃ） 民間（Ｄ） Ｃ／Ｄ 

門川町 

（給食調理員） 

飲食物調理従

事者 
48.7歳 221,100円 ＊ ＊ 円 2,951,300円 ＊ 

   （個人情報保護の観点から、対象者が１名の場合は「アスタリスク(＊)」表記） 

 

（注）１ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（令

和４年～令和６年の３ヶ年平均） 

２ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点におい

て完全に一致しているものではありません。 

３ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２

倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に

支給された年間賞与その他特別給与の額を加えた試算額です。 

 

② 職員の初任給の状況（令和８年４月１日現在） 

区       分 門川町 国 

一般行政職 
大  学  卒 232,000円 232,000円 

高  校  卒 200,300円 200,300円 

技能労務職 
高校卒（技能免許） 200,300円  

中学卒（労務乙）   

（注） 初任給の額は、学校卒業後すぐに採用された場合の給料月額です。 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

門川町 40.3歳 324,100円 359,865円 344,592円 
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（３）一般行政職の級別職員数等の状況 

 

① 一般行政職の級別職員数の状況（令和８年４月１日現在） 

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

1級 主事・技師の職務 13人 11.1％ 

2級 高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事・技師の職務 22人 18.8％ 

3級 主査の職務 23人 19.7％ 

4級 

1 主幹の職務 

2 係長の職務 

3 困難な業務を行う主査の職務 

26人 22.2％ 

5級 

1 参事の職務 

2 課長補佐の職務 

3 保育所長の職務 

4 困難な業務を行う主幹の職務 

21人 17.9％ 

6級 課長の職務 12人 10.3％ 

（注）１ 門川町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

   ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

11.1% 10.5% 4.7%

18.8% 22.8% 31.1%

19.7% 14.9% 17.0%

22.2% 22.8%
24.5%

17.9% 18.4% 12.3%

10.3% 10.5% 10.4%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

令和8年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比

6級

5級

4級

3級

2級

1級

 

（注）平成３１年に行政職職務分類表の改正を行っています。 

 

 

（４）職員の手当の状況（企業職を除く） 

 

① 期末手当・勤勉手当 

門  川  町 国 

1人当たり平均支給額（令和７年度） 

1,529千円 

 

（令和７年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

   2.525月分   2.125月分 

（1.425月分） （1.025月分） 

（令和７年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

2.525月分   2.125月分 

（1.425月分） （1.025月分） 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算   5％～15％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算   5％～20％ 

・管理職加算  10％～25％ 

（注）（  ）の数値は、再任用短時間勤務職員に係る支給割合を示しています。 
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② 退職手当（令和８年４月１日現在） 

門   川   町 国 

○退職手当の基本額 

 （支給率）  自己都合  応募認定・定年 

 勤続 20年  19.6695月分   24.586875月分 

 勤続 25年 28.0395月分    33.27075  月分 

 勤続 35年  39.7575月分   47.709   月分 

最高限度額  47.709 月分   47.709   月分 

 

○その他の加算措置  

定年前早期退職者特例措置（2％～21％加算） 

 

○1人当たり平均支給額 

        自己都合  応募認定・定年 

        － 千円    ＊千円 

○退職手当の基本額 

 （支給率）  自己都合  応募認定・定年 

 勤続 20年  19.6695月分   24.586875月分 

 勤続 25年 28.0395月分    33.27075  月分 

 勤続 35年  39.7575月分   47.709   月分 

最高限度額  47.709 月分   47.709   月分 

 

○その他の加算措置 

定年前早期退職者特例措置（2％～45％加算） 

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和７年度に退職した職員に支給された平均額です。 

   個人情報保護の観点から、対象者が１名の場合は「アスタリスク(＊)」表記。 

 

③ 特殊勤務手当（令和８年４月１日現在） 

支給実績（令和７年度決算） 23,000円 

支給職員 1人当たり平均支給年額（令和７年度決算） 5,750円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和７年度） 2.5％ 

手当の種類（手当数） 4種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
左記職員に対する支給単

価 

税務事務等従事職員の 

特殊勤務手当 
税務事務等に従事する職員 

納税義務者等を訪問し

て行う町税等の差押え

及び財産の引上げ等の

強制執行の業務 

日額 500円 

伝染病防疫作業従事 

職員の特殊勤務手当 
伝染病防疫に従事する職員 

伝染病患者や疑いのあ

る患者の救護、伝染病

菌を有する又は疑いの

ある家畜について行う

防疫作業 

日額 500円 

行旅死亡人の取扱いに 

従事した職員の特殊 

勤務手当 

死亡人に接する業務に従事

する職員 

死亡人の移送、埋火葬 

等、死亡人に接する業 

務 

死体処理 1 件につき 3,000

円 

用地買収、家屋移転等 

の交渉業務に従事する 

職員の特殊勤務手当 

用地買収、家屋移転等の交

渉業務に従事する職員 

用地買収、家屋移転等 

の交渉業務 
日額 200円 

 

④ 時間外勤務手当 

支給実績（令和７年度決算） 31,489千円 

職員 1人当たり平均支給年額（令和７年度決算） 197千円 

支給実績（令和６年度決算） 26,464千円 

職員 1人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 170千円 
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⑤ その他の手当（令和８年４月１日現在） 

手当名 
概要及び支給単価 

（月額） 

国の 

制度 

との 

異同 

国の制度と 

異なる内容 

支給実績 

（令和 7 年度 

決算） 

支給職員 1 人 

当たり平均支給

年額 

（令和7年度決算） 

管理職手当 

管理又は監督の地位にある

職員に支給 

・職務の級別等により定額 

 

異 

（国）俸給表別、

職務の級別によ

り区分し、区分別

の定額を支給 

7,326千円 523,286円 

扶養手当 

扶養親族がある職員に支給 

・父母等     6,500円 

・子           13,000円 

満 16 歳の年度初めから満

22歳の年度末までの 1人に

つき 5,000円加算。 

同 

 

16,320千円 313,852円 

住居手当 

住宅を借り受け、又は所有

している職員に支給 

・借家（最高）28,000円 
同 

 

10,408千円 260,203円 

通勤手当 

通勤距離が片道2km以上で、

交通機関を利用又は交通用

具を使用して通勤している

職員に支給 

・交通機関等利用者 

 運賃等総額を期間で除し

た金額 

(但、月額最高 150,000円) 

同 

 

5,098千円 57,282円 

管理職員 

特別勤務 

手当 

管理職手当受給対象職員

が、臨時又は緊急の必要等

により週休日等及び平日深

夜（午後 10時から午前 5時

まで、週休日等に含まれる

時間を除く。）に勤務した場

合に支給 

・週休日等勤務（1回につき） 

課長及び局長：7,000円 

参事及び保育所長： 

6,000円 

6時間を超える勤務は 

課長及び局長：10,500円 

参事及び保育所長： 

9,000円 

・平日深夜（1回につき） 

 課長及び局長：3,500円 

 参事及び保育所長： 

 3,000円 

異 

（国） 

管理職区分に応

じて、 

・週休日等勤務 

6,000円 

～18,000円 

（6 時間を超える

勤務は 5割増） 

・平日深夜 

3,000円 

～9,000円 

249千円 19,115円 
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（５）特別職の報酬等の状況（令和８年４月１日現在） 

区  分 給    料    月    額    等 

給 料 
町 長 

副町長 

734,000円 

591,000円 

報 酬 

議 長 

副議長 

議 員 

298,000円 

228,000円 

208,000円 

期末手当 

町 長 

副町長 

議 長 

副議長 

議 員 

（令和７年度支給割合）  3.50月分 

（令和７年度支給割合）  3.50月分 

（令和７年度支給割合）  3.50月分 

（令和７年度支給割合）  3.50月分 

（令和７年度支給割合）  3.50月分 

退職手当 

 

町 長 

副町長 

（算定方式）               （１期の手当額） （支給時期） 

734,000円 × 在職月数 × 41.7／100   14,691,744円      任期毎 

591,000円 × 在職月数 × 24.8／100   7,035,264円    任期毎 

（注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年

＝４８月）務めた場合における退職手当の見込額です。 

 

 

（６）公営企業職員の状況 

 

① 水道事業 

 

ア 職員給与費の状況 

区分 総費用 
純損益又は 

実質収支 
職員給与費 

総費用に占める 

職員給与費比率 

（参考） 

令和６年度の総

費用に占める職

員給与比率 

Ｒ７年度 
千円 

291,151 

千円 

59,353 

千円 

43,564 

％ 

15.0 

％ 

15.7 

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費（該当なし）は含みません。 

 

区分 
職員数 

Ａ 

給    与    費 一人当たり給与費 

Ｂ／Ａ 給料 職員手当 期末勤勉手当 計 Ｂ 

Ｒ７年度 
人 

5 

千円 

 19,699 

千円 

3,136 

千円 

8,349 

千円 

31,184 

千円 

6,237 

（注）１ 職員手当には退職給与金、児童手当は含みません。 

   ２ 職員数は令和８年３月３１日現在の人数です。 

 

イ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和８年４月１日現在） 

区分 平均年齢 基本給 平均月収額 

門川町 
歳 

40.1 

円 

343,600 

円 

522,383 

（注）１ 基本給は、「給料」「扶養手当」及び「地域手当（本町は非該当）」の月額の合

算額です。 

２ 平均月収額は、平均年収額（期末・勤勉手当等を含む）を１２で除した額です。 
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ウ 職員の手当の状況 

 

① 期末手当・勤勉手当 

門   川   町 

1人当たり平均支給額（令和７年度） 

1,670千円 

（令和７年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

    2.525月分   2.125月分 

（1.425月分） （1.025月分） 

加算措置の状況 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算  5％～15％ 

（注）（  ）の数値は、再任用短時間勤務職員に係る支給割合を示しています。 

 

②  退職手当（令和８年４月１日現在） 

門   川   町 

○退職手当の基本額 

 （支給率）  自己都合    応募認定・定年 

 勤続 20年    19.6695月分   24.586875月分 

 勤続 25年    28.0395月分     33.27075  月分 

 勤続 35年    39.7575月分    47.709   月分 

最高限度額     47.709 月分    47.709   月分 

○その他の加算措置   

定年前早期退職者特例措置（2％～21％加算） 

 

○1人当たり平均支給額 

        自己都合    応募認定・定年 

         － 千円    － 千円 

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、退職した職員に支給された平均額です。 

 ※令和７年度に退職した職員はおりません。 

 

③  特殊勤務手当（令和８年４月１日現在） 

支給総額（令和７年度決算） 0円 

支給職員 1人当たり平均支給年額（令和７年度決算） 0円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和７年度） 0％ 

手当の種類（手当数） 0種類 

手当の名称 
主な支給 

対象職員 
主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

なし   
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④ 時間外勤務手当 

支給実績（令和７年度決算） 1,403千円 

職員 1人当たり平均支給年額（令和７年度決算） 281千円 

支給実績（令和６年度決算） 1,684千円 

職員 1人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 337千円 

 

④  その他の手当 

手当名 
支給実績（令和７年度決算） 支給職員１人当たり平均支給年額 

（令和７年度決算） 

管理職手当 540千円 540,000円 

扶 養 手 当 465千円 232,500円 

住 居 手 当 600千円 300,000円 

通 勤 手 当 125千円 41,600円 

管理職員特別 

勤 務 手 当 
35千円 3,500円 

 

 

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

  職員の勤務時間その他の勤務条件は、国及び他の地方公共団体の職員との間に権

衝を失しないように考慮して、条例等で定めています。 

 

（１） 勤務時間 

一般的な職員の勤務時間は次のとおりです。 

1週間の勤務時間 1日の勤務時間 
勤 務 時 間 の 割 り 振 り 

始 業 終 業 休 憩 時 間 

38.75時間 7.75時間 8時 30分 17時 15分 12時 00分～13時 00分 

 

（２） 休 暇 

   給与が支給される有給休暇としては、事由を問わず毎年付与される年次休暇と、

結婚・出産等の特定の事由に基づいて認められる特別休暇等があります。また、

給与が支給されない無給休暇として、介護休暇等があります。 

   なお、町長部局に属する職員の令和７年（暦年）中の年次有給休暇の平均取得

日数は１２．４日です。 

 

 

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 

  分限処分とは、職員が十分に職責を果たすことができない場合に、公務能率を維

持するために行う処分をいい、また、懲戒処分とは、職員の義務違反に対して、公

務における秩序を維持するために職員の責任を追及する処分をいいます。 

  令和７年度の処分の状況は、次のとおりです。 

 

（１） 分限処分 

分限処分の状況（令和７年度）                    （単位：人） 

処分理由 地方公務員法 降任 免職 休職 降給 合計 失職 

勤務成績が良くない場合 第 28条第 1項第 1号 0 0   0  
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心身の故障の場合 第 28条第 1項第 2号 

及び 

第 28条第 2項第 1号 

0 0 13 

 

13 

 

職に必要な適格性を欠く 

場合 

第 28条第 1項第 3号 
0 0 

 
 0 

 

職制、定数の改廃、予算 

の減少により廃職、過員 

を生じた場合 

第 28条第 1項第 4号 

0 

 

0 

 

 0 

 

刑事事件に関し起訴され 

た場合 

第 28条第 2項第 2号  
 0  0 

 

条例で定める事由による 

場合 

第 27条第 2項  
 0 0 0 

 

地方公務員法第 28条第 4項により失職した者      0 

合          計 0 0 13 0 13 0 

（注） 休職に付されている者の休職期間が更新された場合は、その都度計上しています。 

 

（２） 懲戒処分 

懲戒処分の状況（令和７年度）                 （単位：人） 

処分理由 地方公務員法 戒告 減給 停職 免職 合計 

法令に違反した場合 第 29条第 1項第 1号 0 0 0 0 0 

職務上の義務に違反し

又は職務を怠った場合 
第 29条第 1項第 2号 2 0 0 0 2 

全体の奉仕者たるに 

ふさわしくない非行の 

あった場合 

第 29条第 1項第 3号 1 0 0 0 1 

合        計 3 0 0 0 3 

 

 

５ 職員の服務の状況 

 

  職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当た

っては、全力を挙げてこれに専念しなければならないこととされており、法令及び職

務命令に従う義務をはじめとして、信用失墜行為の禁止、秘密を守る義務、職務に専

念する義務など、職務上の制約が課されています。 

  これらの服務規律を保持するため、懲戒制度が設けられており、さらに制度の趣旨

を徹底させるため、公務員倫理に関する研修を実施するほか、適宜機会をとらえて必

要な指導徹底の通知等を行い、適切な処理を行っています。 

 

 

６ 職員の研修の状況 

 

  職員の研修については、職員の勤務能率の発揮及び増進を目的として、様々な研修

を実施しています。 

  令和７年度に行われた主な研修は次のとおりです。 

職員研修の種別 研修の内容 

職場研修支援 
・人事評価研修 ・法制執務研修 ・人権研修 

・個人情報保護制度研修 ・セキュリティ研修 
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職場研修支援 
・世代間のコミュニケーション研修（宮崎県市町村振興協会の出前

研修制度を利用） など 

職場外研修 

（研修所等） 

・宮崎県市町村振興協会（階層別研修、能力開発研修、専門実務 

研修） 

・研修施設等派遣（市町村アカデミー、全国市町村国際文化研修所、

など） 

・その他（NOMA など）  

職場外研修（派遣等） ・派遣実施なし 

 

 

７ 職員の福祉の状況 

  門川町では、地方公務員法、労働安全衛生法等に基づき、職員の公務能率の増進を

図るため、福利厚生事業を実施しています。 

  令和７年度の実施状況は次のとおりです。 

職員の健康管理 

職員が健康かつ、安心して業務に従事できるよう、以下の事業を実施

しました。 

・健康診断、ストレスチェックの実施 

 

 

８ 令和７年度職員の競争試験及び選考の状況 

 

（１）競争試験の状況について 

  職員の採用は、地方公務員法上、原則として競争試験によるものとされています。 

  令和７年度の競争試験の状況は、次のとおりです。 

種類 区分試験 
採 用 

予定数 

受験 

申込 

者数 

Ａ 

第 1次試験 第 2次試験 
競 争 

倍 率 

Ｂ÷Ｅ倍 

受験 

者数 

Ｂ 

合格 

者数 

Ｃ 

受験 

者数 

Ｄ 

合格 

者数 

Ｅ 

高校卒業程度 一般事務 若干名 22 20 4 4 2 10.0 

大学卒業程度 一般事務 若干名 20 14 6 6 2 7.0 

高校卒業程度 土木 若干名 14 13 5 5 2 6.5 

高校卒業程度 建築 若干名 2 2 0 0 0 0 

合    計   58 49 15 15 6 8.2 

 

（２）選考の状況について 

  ア 職員の選考採用 

    職員の採用は、地方公務員法上、原則として競争試験によるものとされていま

すが、試験を行っても十分な競争者が得られないと認められる職等については、

任命権者の承認を得て選考により採用が行われます。 

    令和７年度の選考採用者は１名です。 

 

  イ 役付職員への昇任選考 

    昇任については、一定の基準を満たす職員の中から昇任選考が行われますが、

これについては任命権者の承認が必要であり、令和８年度の役付への昇任選考は

１５名です。 
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第２ 令和７年度における東臼杵郡公平委員会の業務の状況 

 

 

１  勤務条件に関する措置の要求の状況について 

  この制度は、地方公務員法第４６条の規定に基づき、職員から給与、勤務時間その

他の勤務条件に関し適当な措置が執られるべきことの要求があった場合に、これを審

査して判定を行い、その結果に基づいて必要な措置の勧告を行うものです。 

  令和７年度は、前年度からの係属案件、新たな措置要求ともにありませんでした。 

 

２  不利益処分に関する不服申し立ての状況について 

  この制度は、地方公務員法第４９条の２の規定に基づき、職員から懲戒その他その

意に反する不利益な処分についての不服申し立てがあった場合に、これを審査し、判

定を行うとともに、必要に応じ適切な是正の指示を行うものです。 

  令和７年度は、前年度からの係属案件、新たな不服申立ともにありませんでした。 
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第３ 等級及び職制上の段階ごとの職員数（令和８年４月１日現在） 

 

行政職給料表 

等

級 

行政職職務分類表に 

規定する職務の名称 

合計 内訳 職制上の段階 

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 
段

階 

１

級 
主事、技師の職務 17 10.4 

主事 

技師 

保育士 

14 

2 

1 

88 54.0 
係
員
級 

計 17 

２

級 

高度の知識又は経験を必要とす

る業務を行う主事、技師の職務 
37 22.7 

主事 

技師 

保育士 

25 

3 

9 

計 37 

３

級 
主査の職務 34 20.9 

主査 34 

計 34 

４

級 

１ 主幹の職務 

２ 係長の職務 

３ 困難な業務を行う主査の 

職務 

35 21.5 

課長補佐 

係長 

主任保育士 

2 

31 

2 35 21.5 
係
長
級 

計 35 

５

級 

１ 参事の職務 

２ 課長補佐の職務 

３ 保育所長の職務 

４ 困難な業務を行う主幹の 

  職務 

26 16.0 

課長補佐 

主幹 

保育所長 

23 

2 

1 26 16.0 

課
長
補
佐
級 

計 26 

６

級 
課長の職務 14 8.5 

課長 

事務局長 

会計管理者 

12 

1 

1 
14 8.5 

課
長
級 

計 14 

 
合計 163 100   

   

 


